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要旨　介護保険法、障害者自立支援法、発達障害者支援法等が制定され、その制度・政策が国民に広く
浸透していった2000年から2009年の10年間に、高齢者・障害者に対する医療・福祉・介護サービスは飛
躍的に前進してきた。特に介護保険制度による介護サービスのメニューが多種多様化し、高齢者・障害
者の個別のニーズに対応したオーダーメイドの内容が準備され、利用者の満足度は高まっていった。し
かしながら、医療、福祉、介護サービスを受けるための移動アクセスは公共交通機関、営業タクシー等
の利便面とコスト面やバリアフリー面での不充分さが苦痛となっていた。欧米では早くからSST（Spe－
cial　Transport　Service）やデマンド交通システムなどが試行されてきたが、日本の道路交通法制は『白タ
ク』防止のための規制水準が高く厳格であるがため、高齢者・障害者の道路運送は利用者サイドからは
理想的なサービス体系とは言い難い状況であった。日本では古くから旅館の駅前での無料送迎バス・
サービスに馴染んでいる日本人の生活様式を医療・福祉・介護サービスの領域で工面してきた知恵が道
路交通法第80条2項の特例許可制を引き出しその適用に依存してきた。小泉内閣の構造改革政策により
構造改革特別地区（「特区」）として福祉有償運送がピックアップされた。更に道路交通法改正が成立
し、第78条第2項が福祉有償運送の法的基盤を付与した。全国各地で25年間にわたり高齢者・障害者が
苦悶してきた福祉運送問題は大きな飛躍台を得ることができた。本稿は長野県小県郡の上田市を中心と
する周辺の町村の自治体と医療・福祉・介護サービス諸施設との、行政と民間がパートナー・シップ
（PPP：Public　and　Private　Partnerships）を形成し、確立していくプロセスをフィールド・ワークした立場
から研究し、実践したヒストリーと地域住民がともに自立と社会参加を目指す地域社会の形成への展望
を考察したものである。
Keyword　介護保険法、障害者自立支援法、福祉有償運送　福祉有償運送運営協議会、構造改革特別区
域（「特区」）、自立、社会参加、
脚注）1．本研究は2008年度長野大学地域研究・一般研究助成金の交付を受けて行われた
＊長野大学前教授、非常勤講師
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1．はじめに
　21世紀を迎えた平成12年のわが国の人口動態は
高齢化と少子化の同時進行による社会構造と国民
生活の構造の大きな変革年であった。
　65歳以上の高齢者の人口比率は17．4％に達し、
高齢者人口の将来予測は図1に示すごとく、2015
（平成27）年ごろには人口比率25％に至り、国民
の4人に1人が高齢者となることが予測される。
　同時に核家族化は定着し、若者の晩婚化と第3
子出産の抑制など少子化傾向の改善の方向性を見
失った状況にあった。このような人口動態のもと
に日本の伝統的な家族生活の様式と高齢者の居宅
介護の家族負担力は低下し耐え難い状況を呈し、
老老介護生活や老人独居生活などが出現し、高齢
者の介護問題は社会的、政治的な課題として大き
くクローズアップされていった。
　このように国民の生活構造の変化のなかで「介
護の社会化」、すなわち伝統的な家族・親族労働
に依存した居宅介護の生活形態を家族以外の人材
と労動力による居宅または施設における介護サー
ビスの供給への国民的なニーズが高まり、「介護
の社会化」の政策化・制度化の潮流をつくり出し
て行った。
　「介護の社会化」に関連して岩田文昭（2010）
は今日の学校教育に求められているくいのち〉の
教育への願望の背景として、21世紀初頭の日本人
の生と死への生活態度を次のように指摘している。
＊死に方の変化（厚生労働省人口動態統計から）
家庭で死亡する割合
病院死（介護施設を含む）
1951年　2007年
82．3％　　12．3％
11．6％　　85．3％
＊出生場所の変化（厚生労働省人口動態統計から）
自宅で誕生する割合
病院等で誕生する割合
1949年　2007年
96．4％　　3．4％
3．6％　　99．8％
　このような統計値は少子高齢社会における生と
死の場所の変化を示し、国民の生活実態の変貌を
示し、家族関係の姿を反映している。福祉心理学
の視点から論ずるならば親族・家族間の生と死に
関する関係（リレーション）の変容であると言え
る。
　介護保険法が制定されると「介護はプロに」と
いう流行語が飛び交い、家事労働の価値意識と家
族関係の変容は社会経済システムのイノベーショ
ンを引き出した。国民の福祉ニーズを背景にした
介護保険法（2000）の施行は65歳以上の高齢者へ
の介護サービスを公的福祉サービスとして、居宅
介護サービス、施設介護サービスの両輪となって
地域福祉サービスの需要と供給の急成長をもたら
した。それに伴って、移動に困難を伴う高齢者・
障害者の施設介護サービス利用のための輸送課題
がクローズアップしてきた。
　我が国における道路運送に関する法的規制は厳
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国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成14年夏月推計）より。
図1　高齢者人ロの将来予測
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格であり、自動車運転免許、有償運送事業、タク
シー事業等の地域規制等は厳重であり、いわゆる
『白タク』行為、無資格・無認可の運送事業行為
は固く禁じられている。
　平成18（2006）年当時、国土交通省自動車交通
局旅客課長であった田端　浩（2006）の福祉輸送
の普及に関する論述は福祉輸送の歴史的経緯を理
解することが出来る。図1に示した如く、高齢化
の急速な進展のなかで福祉タクシーの事業者・車
両とも増加して来ていたが、平成15（2003）年4
月小泉内閣の構造改革政策に基づき「福祉車両に
よるボランティア有償運送」が「特区」制度の仕
組みとして実施された。
　本論文の趣旨は筆者、森　源三郎が長野大学社
会福祉学部在職中の2005年から2009年の5年間長
野県地域福祉課及び長野県上小地方事務所厚生課
の委嘱のもとに長野県上小地区福祉有償運送運営
協議会会長を務め、道路運送法（旧法）第80条第
1項による福祉有償運送の許可について協力した
経緯を報告すること。また、2006年3月31日付け
で「上田市福祉運送セダン特区」が認可され、上
田市福祉有償運送運営協議会会長職委嘱を受け道
路運送法（旧法）第80条第1項による自家用セダ
ン車両による福祉有償運送の許可に協力した経緯
を報告すること。また、2007年に長野県長和町青
木村福祉有償運送運営協議会会長職委嘱を受け、
道路運送法（新法）第78条2号による自家用セダ
ン車両による福祉有償運送の認可申請に協力した
経緯を報告する。
　2005年から2008年の4年間にかけて構造改革特
区、セダン車両特区、道路運送法改正と毎年目ま
ぐるしく変遷した福祉有償運送の法的位置づけと
運用規制をクリアし、2009年度には長野県上小地
区の広域行政計画も一段落し、移動困難を伴う高
齢者・障害者が広域の地域社会での自立と市民生
活活動への積極的な参加が大きく前進した成果を
報告し考察する。
2．方法と結果
　1．道路運送法（旧法）第80条1項の特例許可
　　の活用から構造改革特別区域（「特区」）実施へ
　介護保険法の施行によって急拡大した高齢者・
障害者の介護サービスの受給に際しての交通手段
の確保への要望は日に日に高まっていった。要介
護者、身体障害者など単独では公共交通機関を利
用することが困難な移動制約者に対して、door　to
doorの運送サービスを提供することを政策課題
とすることが国土交通省内でも高まっていた（田
端浩、2006）。福祉車両を用いた「福祉タク
シー」、タクシー運転者でヘルパー資格取得者に
よる「介護タクシー」などのタクシー事業の法的
許可を得た事業体の送迎サービスを道路運送法
（旧法）第80条1項の特例を活用して、白ナン
バーのままの車両で有償運送行為の特例許可を認
めようとする例外規定にすがりつつ、グレイ・
ゾーンの取り扱いであった。
道路運送法（旧法）　　（有償運送の禁止及び賃
　貸の制限）
80条　自家用自動車は、有償で運送の用に供し
　てはならない。ただし、災害のため緊急を要
　するとき、又は公共の福祉を確保するためや
　むを得ない場合であって国土交通大臣の許可
　を受けたときは、この限りでない。
　この80条1項に基づいて自動車交通局長通達
240号「福祉有償運送及び過疎地有償運送に係る
道路運送法第80条第1項による認可の取扱いにつ
いて」（通称、ガイドラインと呼んでいる）（本稿
　Appendix　1　参照）により小泉内閤の構造改革
特別区域（「特区」）の仕組みとして、「福祉車両
によるボランティア有償運送」を2003（平成15）
年4月から「特区」認定した。
　2008（平成16）年4月から「福祉車両によるボ
ランティア有償運送」は全国展開となり、同時に
「セダン型車両によるボランティア有償運送」の
「特区」認定が始まった。この間の全国状況は高
橋万由美（2007）が丹念な調査により表1に引用
した内容で報告している。
　2004（平成16）年度第1次「特区」認定、全国
10地域の内に長野県から三水村（現飯綱町）と小
海町の2町村が認定を受け福祉有償運送運営協議
会が設置された。2005（平成17）年第1次「セダ
ン特区」全国14地域の認定があり、長野県から小
海町が認定された。長野県の北信、東信の小さな
町村が全国の先頭を切ってその地域の住民ニーズ
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表1－1　ガイドラインまでの移動サービスをめぐ
　　　　　　　るNPOの動向（高橋，2007）
1986年 ○東京ハンディキャブ連絡会｛頁京ハンキャプ）結成
1992年 O全社協r福祉B送サービス：高齢者等の移送サービスにかかわる蛸査研究報舌蜜」を発行
1998年 ○移動サービス市民活動全国ネットワーク〔全国ネット｝蹟立
1998ミ5月O埼玉県移送サービスネットワーク設立
1999年4月 ○兵庫県移送サーピスネットワーク設立
20DO与1月C．NPO法人福祉交遠支援センター設立く全国市民団体福祉協話会の協力にょる）
尠k海道移送・移動サービス連絡会験立準爾会設立
2091年；月O移送（移動）サービス団体地域ネットワークシンポジウムに各地のネットワーク団体が
@集まる
2001宰7月○青森県移送サービスネ7トワーク設立
200］年1｝月○図西STS連絡会設立
2002年2月O北海道移送・移勧サービス連結会設立
2002年9月○仙台市のNPO法人ささえ愛山元が白タク容疑で宮城県警の家宅捜索を受ける
2002与11月○移送サービスの閤題をテーマに民主党問係頴員が市民団体の童見をヒアリング
專結档nンディキャフ連絡会等NPO法人に国土交通省がガイドライン作成のためのヒア
@リング
2002年12月O民主党市民政筆ピア1ノングとしてタクシー異界の労働組合とNPOとの意見交換
寰D幌でのSTS実旺実験において非営利移動サービス活動が高く艀価された
2003年1月O帽造改革特区で道路玉送法第80条許可の特例措置が実施されることになり、その基準を
@ガイドライン（案）として提示112D6番、1207番）
2003ミ3月O移送・移動サービス地域ネットワーク団体違合会｛連合会）発足
將ｷ野県ハンディキャブ連絡会設立
n介置保険の訪問介護奉案者が白ナンバーで移送も行っているケースについて．厚生労働
@省は介謹保険事菜者にrタクシー許可」を義務づけない旨の事務連絡
n国土交遠省が特区の実施方法や「蓮営協語の場を設けること」など申蹟の留意点を自治
@体や間係機閤に通知
2003年4月○楊造改革特区第一次認定交付榊奈川県大和市、×阪府枚方市、岡山県、熊本県）
寫蒼y交通省のガイドライン〔宴）に対して、さわやか福社財団はじめ531団体が、福祉車
@両限定等の事項の撤廃を求める要望書および提案書ε提出｛福祉交通支援センターが幹
@事〕
2003年5月 O介謹報鵠Q＆Aで「通院等粟降介助」の詳緬な取扱いが示される
寞?｢改革特区第二次認定交付　長野県小海町、徳島鳴上鰯町、東京都世田谷区．熊本県
@窮地市に構造改革特区第二次認定がおりた
2003年6月○特区で運営協埴会蛤動〔×和市はNPOが、枚方市は社会福祉法人が協請申鵠1
2003年7月O介ロタクシー事婁者の団体「全国介蹟移送協会」が、介垣保陰の移送について、タクシー
@許可〔日ナンバー）の条件を×胆に蝦和する「オレンジナンバー婿望」を提言し、厚生
@労働畜に妻望
n移動サービスネット・宮城殴立、東海福祉移動研究協避会設立
2003年8月Oかながわ福祉移動サービスネットワーク殴立
2003年’0月○婿造改革特区第二回認定交付（長野県三水村、岐阜県河合村十宮川柑）
2003年11月Oガイドライン案が示され、国土交通畜と厚生労働省との蜴整が本格的となる
2003年12月
`2004年1
O連合会「市民活動による移送サービスの法的位置付に際しての基準に閤する戻望」12月
n国土交通省にガイドライン壱めぐりNPO・ボランティア団体・当事者団体による、要望
@書提出やシンポジウムの開催が相次ぐ
猟年3月 O第8D条許可のガイドライン通違
表1－2　　ガイドライン以降の運営協議会
めぐる動向（高橋，2007）
・特区を
⑳D4年3月爲BO条許可のガイドライン通適
2004年5月O国土交通省「NPO等が行うボランティア輸送における遭転者に対する人材育成のための
@敦育体制の整偏」亭異
nNPO法人移動ネ7ト愛知設立
寫蒼y交通畜整偏亭貫に福祉文通、脳集委員会より代表参加
拠年6月 Oセダン型特区5月申U募纂で．群馬県高崎市が申請し6月に認定
200．年7月○ガイドライン後．新規に2自治佑で運営協頂会註置　福井県丸岡町と鳥壇県倉吉初
專ﾈ木移動ネット故立
20a4年8月O神奈川鳳が、県下をブロック分けし、県とブロック内市町村の協働設置する案をまとめ、
@同時に慎としてセダン型特区ε｜0月に申請する方針を公表
；（04年9月O支撮費支給制度に乗降介助を新設
2α04年10月O神奈川県と板槙区がセダン型特区を申請
寳ﾃ岡県．福岡県、山形県でも団体のネットワーク殺立
2005年1月○頴7次特区申請で栃木県今市市、東京都練馬区、頁京都西東京市、千葉県浪山市、新潟
@県上越市がセダン型特区申縞
n介江保険法改正案、障害者自立支援法案国会提出1乗隆介助の取り級いについては未定）
（旧）道路醜去による事業区分と許可
道路遜送法事真区分　　適路運送法　　　　　　　内　　容　　　　　　　　　　　　　例　　　　　　　免許
P宮自動車亙逢奉璽　（他人の需要に応じ．旅客ε蓬送する事婁）
一般乗合旅畜自
ｮ亜蓬送事婁
第4条許可 路線ε定めて定期的に運行する自旬
ﾔにより亙送
乗合路線バス
奉莫用
ｩ動車
ﾝナン
pー
一般賃切旅吉自
ｮ車亙送事藁
第4条許司 一般彙合および一般集用以外の董送
熬ﾀ
鯖切バス
一船貢用旅客自
ｮ享遭送事票
第4条許可 一個の契釣により乗車定員10人以下
ﾌ自動車を貸しきる蓬送
タクシー、是者等輪送‘館
警二種
ﾆ許
特定旅菩自勧車
i送奉案
統43条許可 特定の者の需要に応じ、一定亘囲の
ｷ客ε蔓送
特定市町村の特定の要介泡
ﾒの施詮等への輸送
自寡用
ﾔ白ナ
塔oー
自京用自動軍に
謔髣L償蓬送
窮80条許可 驚急またO公共の福祉のためにやむ
?ｾない場含
自治郁〆行う遇疎地s送、
mPO法人等が行う宿祉輪
一権免
哩ﾂ
ガイドうイン以降の「介護輸送1
道路蓬送法による許可 利用対象奇 車両などの条件
蕩4条ぽ第4条第1し］／　介田保険法による要介垣者またO要支援音 リフトや回転シートなどの装置がつい
項による一般乗用旅客 2．身侍障害吉福祉法による身体口害書手帳所持 た福祉車両
自動車亙送享莫偲者 畜 セダン塑■一般車両壱使用†る喝合
等輸送事婁｝の許可｝ 丁　肢体不自由、内部■害ヨにょる攣独での修動 は．訪問介醤員募の資格匠もった青が
困口者 乗務する自動車
鯖43条《法第43条によ介口保陰の給付対愈となるサービス利用のために
る特定旅客自動皐五退 送迎を利用する要介鵠者
事莫の許可｝
纂80条（一括申叫パ当 居宅サービス計iに基づき．訪筒介目サービスと 工　ヘルパーが自己所有する自家用自
口亭婁所に所日τるへ 連続的・一体的に輪送サービス（遠院辱乗降車介 働車
ルパーが法第80条によ 助）の提僕薮受ける要介●音1要介漂1から5に 罐　ヘルパーが使用する車両〆8是所
6自京用自動草の有償 口当丁る者） の亙両またロ他人の車両である塩合
五送の許可） ば、車検上の使用蓄とヘルパーの間
で使用契灼が交わされている自動車
第＆D条〔非宝利） 会員として量鎮された次に掲げる蓄およびその付 リフトや回転シートなどの接置ガつい
添人 た槙祉車両
£　介諸保陰法による妻介落者塞たは妻支担蓄
Z　身捧障害者福祉法による身体随害者手帳所拷
ﾒ3　岐体不自由、内部随盲等による車独での移勤
毘曽者
文献資科や関係者からの間き取りなどにより葦者作成。
を吸収していった。これに応えて田中長野県知事
は福祉ユニット、各地方事務所にNPO等による
取り組みの大号令を掛けたのである。
　　2005（平成17）年、セダン特区の第2年度目の
申請の結果、全国で135地区が新たに認定を受け
た。長野県では上田市、飯田市、伊那市、安曇野
市、川上村、南牧村、高森村、天龍村、喬木村、
豊丘村、信州新町、長野県北信地域、南信州広域
連合、の14地区がセダン型車両・自家用白ナン
バー・カーによるNPO等によるボランティア有
償運送の「特区」認可を得た。長野県の「特区」
認可の市町村数は日本一のレベルであった。文字
どおり「福祉の長野県」の意気込みであった。
　　2005（平成17）年度上半期の構造改革特別区域
評価委員会は「規制所管省庁は、必要な実態調査
を行い、福祉有償運送全体に係わるより適切な仕
組みについて検討し、平成17年度下半期の評価時
期にその検討状況について評価委員会に報告する
こと。その上で同時期に再度評価を行い、特段の
問題がなければ、規制所管省庁において全国展開
を行うこと」とし内閣の指示に基づき、2006（平
成18）年2月、構造改革特区本部は「セダン特
区」の全国展開を決定した。このような行政改革
手法によって、厳格な壁に囲まれた有料の道路運
送事業は広く開放され、福祉車両、セダン型自家
用車両を使用した福祉有償運送事業がすべての自
動車免許所有者に開かれることとなった。国会で
は道路運送法等の一部改正する法律の審議が進
み、自家用自動車による有償旅客運送制度の創
設、法改正が第164国会で成立した。（平成18年5
月19日　公布　施行期日　平成18年10月1日）
　　道路運送法（改正法）
　　　（有償運送）
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第78条　自家用自動車（事業用自動車以外の自
　動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場
　合を除き、有償で運送の用に供してはならな
　いo
　一　災害のため緊急を要するとき。
　二　市町村（特別区を含む。以下この号にお
　　いて同じ。）、特定非営利活動促進法（平成
　　十年法律第七号）第二条第二項に規定する
　　特定非営利活動法人その他国土交通省令で
　　定める者が、次条の規定により一の市町村
　　の区域内の住民の運送その他の国土交通省
　　令で定める旅客の運送（以下「自家用有償
　　旅客運送」という。）を行うとき。
　三　公共の福祉を確保するためやむを得ない
　　場合において、国土交通大臣の許可を受け
　　て地域又は期間を限定して運送の用に供す
　　るとき。
（登録）
第79条　自家用有償旅客運送を行おうとする者
　は、国土交通大臣の行う登録を受けなければ
　ならない。
　法律上、福祉有償運送が道路運送法第78条2項
にいう自家用有償旅客運送として認知され、法79
条により登録を受けることになる。各地の福祉運
営協議会は登録のお手伝いをすることになるので
ある。いずれにしてもボランティア同士の協議体
で膨大な申請書類の作成と個人情報、車両情報、
事業体の経理情報に満ちた厄介な文書であり、守
秘義務と高いモラルの求められる重い任務である。
　H．道路運送法（旧法）第80条第1項の特例を
　　活用した長野県上小地区福祉運営協議会の設
　　立と福祉有償運送ボランティア団体の活動
　著者は2005（平成17）年11月長野県上小地方事
務所長からの運営協議会会長職の委嘱を受け、構
造改革特別地区（「特区」）政策の急展開に即応し
て、県社会部コモンズ福祉チーム、上小事務所福
祉課担当者と協働して本稿、Appendix　2．「自動
車交通局長通達240号福祉有償運送及び過疎地有
償運送に係る道路運送法第80条第1項による認可
の取扱いについて」及びAppendix　1．「介護輸送
に係わる法的取り扱いについて」に従って長野県
表2　ガイドラインの概要（金井，2006）
許可手続 　運輸支局長等は、要件を満たし、かつ、運営協議会の協議を経て地方公共団体から
A送についての具体的な協力依頼を示して許可申請があった場合に条件を付して許可
必　要　性 　地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らして、タクシー等の公共交通機関
ﾉよっては移動制約者に対する十分な輸送サービスができないと認めることが必要
運営協議会 　運送の必要性、条件等について判断するために設置。一の市町村が主宰することを
軏{とするが、必要に応じ、複数市町村の共同主宰又は都道府県の主宰も可。構成員
ﾍ、地方公共団体（主宰者）、地方運輸局、学識経験者、関係交通機関の代表、利用
ﾒの代表、地域住民の代表、NPO等の代表等
運送主体 特定非営利活動法人、社会福祉法人、医療法人、公益法人等の非営利法人
運送の対象 　要介護者、要支援者、身体障害者及びその他単独では公共交通機関の利用が困難な
ﾒであってあらかじめ利用会員登録した者
運送の形態 　運送の発地又は着地のいずれかが、輸送についての具体的な協力依頼を示し、運営
ｦ議会を主宰する地方公共団体内にあることを要する
使用車輌 　リフト等の特殊な設備又はリフトアップシート等の乗降を容易にするための装置を
ﾝけた福祉車輌が使用できる。セダン型等の一般車輌については、構造改革特区の認
閧??ｯている場合に限り認める
運転者の要件 　普通第二種免許を有することを基本とする。これにより難い場合は、安全運転・乗
~介助等に関する講習の受講等十分な能力及び経験を有すると認められること
損害賠償措置 対人8，000万円以上及び対物200万円以上の任意保険等に加入
運送の対価 タクシーの上限運賃の概ね2分の1を目安として地域特性等を勘案して判断
管理運営体制 　運行管理、指揮命令、運転者に対する監督・指導、事故発生時の対応並びに苦情処
揩ﾉ係る体制、安全の確保及び旅客の利便の確保に関する体制を明確に整備
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上小地区福祉有償運営協議会の立ち上げに従事し
た。局長通達240号を「ガイドライン」と呼んで
おり金井信高（2006）は表2に引用した項目別整
理を行い報告している。
　福祉有償運送の新たな仕組みについて田端浩
（2006）は国土交通省の見地から図2に引用した
モデル図を報告している。
　2005（平成17）年12月、第1回長野県上小地区
福祉有償運送運営協議会の開催に漕ぎつけること
ができ、①長野県上小地区福祉有償運送運営協議
会設置要領、②長野県上小地区福祉有償運送運営
協議会の指針（ア）申請指針、（イ）受付指針、
（ウ）判断指針、（エ）運行指針、（オ）監督指針
について承認、決定した。「ガイドライン」と上
記指針に沿ってNPO等ボランティア団体に申請
勧誘を行った。表3は第2回長野県上小地区福祉
有償運送運営協議会では2006年度申請案として承
認し、長野運輸局に申請した9団体、合計運送対
象者数335名、登録車両総数36台、登録運転者総
数88名である（2006．2）。3月から活動が開始さ
れた。
　　　　　　　〈運営協議会〉
地方公共団体（主宰者）、地方運輸局（又は支局）、学識経験者、
利用者、地域住民、移送に関係する地域のボランティア団体、
バス・タクシー等関係交通機関（事業者団体を含む）等で構成
i関係者間で、福祉有償運送の必要i
　　　　単独では公共交通　　　運輸局・支局に　　　福祉車両に加え
　　　　　　自家用自動車による福祉有償運送が可能に
《遵守事項等》
○安全の確保・利用者利便の確保
　・運転者：基本は二種免許だが、一定の講習を修了している
　場合等は、一種免許でも可
　・運行管理体制、整備管理体制、事故処理体制の整備
　・苦情処理体制の整備
　・損害賠償措置　等
・団体名、福祉有償運送である旨等を車体に表示
’運転者証等の車内掲示
・登録証の写しの携行・表示
　　∠　＼、
　　　　　　　　　＿」　　Li地方公共団体にi
｛よる実態把握と
1フオローアツプi
｝　（指導・助言）
事故等を蓮輸局等　運輸局等の監査
　．、．へ報告，：．．　　　行政処分等
O運輸局・支局による事後チェック
事故の再発防止・利用者保護の確保
図2　福祉有償運送の新たな仕組み（田端，2006）
劉
↑
i刺
　皿．道路運送法（旧
　　法）第80条第1項の
　　構造改革
　特別区域（「セダン特
区」）制度による上田市
福祉有償運送運営協議会
の設立と福祉有償運送ボ
ランティア団体の活動
　2006（平成18）年3月
31日付け第10回認定で
「上田市福祉輸送セダン
特区」が認可された。こ
れに伴い同年10月までに
道路運送法（旧法）第80
条第1項による認可を取
得できるよう急遽、上田
市福祉有償運送運営協議
会の設立準備に取り掛か
り、2006年5月に第1回
上田市福祉有償運送運営
協議会を開催し、「ガイ
ドライン」に沿って①運
営協議会設置要綱、②協
議会の指針等を定め、セ
ダン型車両に限定して審
査を行うこととして、市
内のNPO等ボランティ
ア団体に呼び掛け申請に
応じてもらうよう誘いか
けた。上田市公式Web－
siteで上田市福祉有償運
送運営協議会からの手続
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表3　推薦した法人における道路運送法第80条許可
　の取得状況等について
　　　　　　　　　　　　　上小地区福祉有債運送運営協騒会
書号
法　　　人　　　名 推霞日 許可日 事業J姶
運送
蜻ﾌ
登鐸
??
l数
車両数
1（社福）丸子町社会福祉協口会 1＆316偲3311a524社会福祉法人 博 7
2（剛わっこ自立福祉会 1a3．16183罰 1M．1NPO法人 78 4
3（社福）真田町社会福祉協謹会 183．1618±31 184．1社会福祉法人 14 4
4 （N｝シヤイン 183」6 】83311＆4」NPO法人 76 4
5 佃にユー⇔ネットながの 1＆3」16 1匹4．171a5L1肝o法人 30 5
6 （社福）上田市社会福祉協議会 悠3．｜6 1＆331 18β．！ 社会福祉法人 11 3
7 〔社摺）かりがね福祉会 1聞．1618A12184．12社会福祉法人 53 3
8（社福）依田窪福祉会 18，3231＆4．1018410社会福祉法人 珊 5
9 （社福）擢の木福祉会 18ユ16 18』3118」1．1社会福祉法人 4 1
き様式書面を公開した。
　先に記述した長野県上小福祉有償運送運営協議
会で審査、認可済みの福祉車両による福祉有償運
送事業の認可9団体は2008（平成20）年4月から
上田市福祉有償運送運営協議会に移行することと
した。
　9月の第2回上田市福祉有償運送運営協議会に
はセダン車両特区として新規の3事業体が申請さ
れ、5団体が福祉車両に追加して、セダン車両の
増車申請を出された。この8団体で上田市の福祉
有償運送はカバー出来る見通しが立った（表4）。
　2006（平成18）年10月からの道路運送法（新
法）に移行し、上田市の広域合併が終了し、旧丸
子町、旧真田町、旧武石村との福祉課、介護保険
課の業務統合・整理も完了し、高齢者・障害者の
居宅介護サービス、デイケアサービス（施設サー
ビス）医療機関などへのアクセスやdoor　to　door
サービスは格段に向上したと言える。
　IV．道路運送法（新法）第78条第2号に依拠し
　　た長野県小県郡長和町・青木村福祉有償運送
　　運営協議会の設立と福祉有償運送ボランティ
　　ア団体の活動
　長野県小県郡下で広域市町村合併に参加しな
かった旧長門町、旧和田村が隣接合併し長和町に
なり、旧青木村はそのまま上小地区では唯一の
村、青木村として存続したが、上小地区で地理的
には互いに山地で分離されている地政関係にある
が福祉有償運送事業で長野運輸局への認可申請の
ために福祉有償運送運営協議会の協議を経なけれ
ばならないので長野県小県郡長和町・青木村福祉
有償運送運営協議会の設立に取り組み、2007（平
成19）年5月、第1回運営協議会を上小地方事務
所で開催した。長和町はセダン特区の認可を受け
ていたが、みなし許可としてボランティア福祉有
償運送を継続し、改正審議国会との関係で、青木
村との協議を続けながら運営協議会の設置を保留
し、道路交通法（改正法）の施行（平成18年10
月）を待って上小地方事務所の指導のもとに長和
町青木村の調整を図り第1回運営協議会の開催と
なった。
　道路交通法（新法）第78条第2項による登録制
に基づく長和町・青木村福祉有償運送運営協議会
である。旧法第80条許可（例外許可）制から法律
条項に基づいた登録制に移行したボランティア福
祉有償運送の歴史的な到達点である。
　長和町・青木村福祉有償運送運営協議会で許可
申請を審議、決定した団体は表5に示す通りであ
る。表5に示した上田市のセダン特区の許可申請
した団体とほぼ同一である。行政区にまたがって
それぞれの登録団体が活躍している。表5－2に
活動実績を掲示した。地域を完全に支えている実
態が理解できる。
　78条福祉有償運送の特色は①登録制度と②事後
チェック更新制の導入である。地区の福祉有償運
送運営協議会が登録申請の地方分権的機能をもつ
こと、同時に3年間の登録有効期限が終了した時
点で事後チェックを実施し、事故、不正、クレー
ムが多いケースには登録の更新を行わないという
登録更新申請拒否権を付与したことである。ささ
やかではあるが地方分権の1つの形であろうそれ
ぞれの地域の福祉有償運送の安全性、利便性公益
性を担保しようとしているのである。
　以上、長野県上小地区上田市、長和町、青木村
の3市町村で2008（平成20）年から改正道路交通
法第78条第2項に基づき、ならびに第79条の3に
基づいて長野運輸局長から自家用有償旅客運送登
録証を授与し、活動しているNPO等のボランテ
ィア団体の一覧を記載する。
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表4　上田市福祉有償運送運営協議会80条セダン特区許可NPO
運送主体 運　　送　　の　対　象 使用車両 運送の対価
上田市社会福祉協議会 【合併前の上田市】 3両 上田市内（片道）
1．介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両3 500円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者 上田市外
許可：H18，　a31 3．肢体不自由若しくは内音邸章害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一6名 500円＋市外の区域
期限：H20．　a31 した歩行が困難であって、上記に該当しない者 の走行1k皿毎に　25円
NPO法人シャイン 【上田市（合併前の上田市・丸子町・真田町・武石村）、長和町青木村】 4両 2k皿まで　200円
1，介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両4 以降1km　100円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者
許可：H18．3，31 3．肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一4名
期限lH20．3．31 した歩行が困難であって、上記に該当しない者
NPO法人 1上田市（合併前の上田市・丸子町り、青木村、長和町】 4両 2kmまで　400円
わっこ自立福祉会 1．介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両4 以降1km　120円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者
許可lH18．．3．31 3．肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一24名
期限：H20．3．31 した歩行が困難であって、上記に核当しない者
NPO法人 【上田市（合併前の上田市・丸子町）、冑木村】 5両 1回につき500円
ヒューマンネットなが 1．内音邸章害（人工血液透析のみ）により独立した歩行が困難な者 福祉車両5 （片道・往復問わ竹
の 2．医療法人丸山会が運営する丸子中央総合病院透析センター及び上田透析
許可：H18，4，17 クリニックにおいて人工血液透析を受けている者 運転手一9名
期限：H2α3．31 3．青木村においては独居老人等、村長が認める者
社会福祉法人 【上田市（合併前の上田市・丸子町・真田町・武石村）、長和町、青木村】 3両 2k皿まで　200円
かりがね福祉会 1．介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉庫両3 以降1km　100円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者
許可：H18，4，12 3．肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一11名
期限lH20．4．11 した歩行が困難であって、上記に該当しない者
社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 2㎞まで200円
別所清明会 1．介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両 以降1㎞100円
2，身綱章害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者
許可：H18，9．29 3，肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一4名
期限：H2α928 した歩行が困難であって、上記に該当しない者
社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 2㎞まで200円
上田明照会 1，介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉輌 以降1㎞100円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者
許可lH18，929 3．肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一名
期限lH20．928 した歩行が困難であって、上記に該当しない者
社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 1㎞まで300円
上田市身体障害者福祉： 1，介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両 3㎞まで500円
絵 2，身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者 迎車　　　100円許可：H18，9．29 3．肢体不自由若しくは内部障害又は精神障害若しくは知的6章害により独立 運転手一9名
期限：H20．9．28 した歩行が困難であって、上記に骸当しない者
　上田市社会福祉協議会、NPO法人　シャイ
ン、NPO法人　わっこ自立福祉会、　NPO法人
ヒューマンネットながの、社会福祉法人　かりが
ね福祉会、社会福祉法人　上田市身体障害者福祉
協会、NPO法人　ライフサポートサービス、社
会福祉法人　椎の木福祉会、社会福祉法人　依田
窪福祉会の9団体である。
3．考察
　2005（平成17）年から検討が始まった福祉有償
運送の法制化課題は4年間の激動の行政改革期を
通過して法制的決着を得た。介護保険制度の発足
に誘引されて派生した課題が国民の税負担問題に
及び、構造改革特別地域（「特区」）政策、市町村
合併政策等々と絡みながら、国家財政問題を解決
しようとする試行であった。
　増税を伴わない「小さな政府」構想と年々増大
化していく医療、福祉、介護セクターの予算、経
費との格闘である。規制緩和策、ボランティア・
エネルギーの開発策などの行政技法を駆使しなが
らの、NPO等のボランティア団体による福祉有
運送の展開を迎えたのである。
　次に求められてくる直近の課題は地方分権政策
に自治体の政策法務の能力がどれだけ力を発揮で
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表5－1　長和町青木村78条登録団体
、’ ?ｶ21i’摩fR右ft　’上運i貨　　婁F　　　＿　六　r21　　4　　21日　　士
登録
ﾔ号 運送主体 運送の対象 使用車輌及び運転手 運送の対価 会員の状況
20年度
齒譓?ｵ
@〔件）
北長福
謔U5号
Npo法人　シヤイン
@上田市大手2丁［］6番28号
@代表者　中
o録許可日：H20．3．28
o録期限日：H23．3．31
【一】
C　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者ロ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者ハ　介護保険法第19条第2項に規定する要支援認定を受けている者二　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障
@害を有する者
・登録車輌…10両
燒?
@福祉車両　3
@セダン型車両　7
E運転手…5名
2kmまで200円
ﾈ降lkmlOO円
長和　1
ﾂ木　1
QL4．1現在
0
北長福
謔P9号
NPO法人　わっこ自立福祉会
@ヒ田市保野830－1
@代表者　加
o録許可日：H20．2．25
o録期限日：H23．2．26
【ξ口、．髭詩
C　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者ロ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者ハ　介護保険法第19条第3項に規定する要支援認定を受けている者二　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障
@害を有する者
・登録車輌…9
燒?
@福祉車両　6
@セダン型車両　3
E運転手…25名
2kmまで400円
ﾈ降lkml20円
長和　　1
ﾂ木　1
QL4．1現在
0
北良福
謔S3号
仕会福祉法人　縦の木福祉会
{　部　兵庫県神戸市西区神出町南字
@　　　美濃谷619番地の19
@　　　代表者　杉
幕ﾆ所　小県郡長和町大門3527－4
o録許可日：H20．3．19
o録期限H：H23．3．31
1－】C　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者こ　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障
@害を有する者
・登録車輌…2
燒?
@福祉車両　1
@セダン型車両　1
E運転手…18名
2kmまで200円
ﾈ降1kmlOO円
長和　2
QL4，1現在 0
北長福
謔S2号
杜会福祉法人　依田窪福祉会
@上田市武石776番地1
@代表者　羽
o録許可日：H20．3．19
o録期限n：H23．3．3】
1艮鯉L＿宜杢且】
C　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者ロ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者ハ　介護保険法第】9条第5項に規定する要支援認定を受けている者
・登録車輌…5
燒?
@福祉車両　5
@セダン型車両　0
E運転手…7名
①2kmまで200円
A走行lkmにつき
@　　100円加算
@①②の合算
長和　36
QL4．1現在 0
北長福
謔T2号
NPO法人　ヒューマンネットながの
@長野市鶴賀七瀬中町211－15
@代表者　工
末ｱ所　上田市材木町2－9－4
@　　　クレアールビル　1階
o録詐可日：H20．3．21
o録期限日：H23，3．31
【－1C　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者ロ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者ハ　介護保険法第19条第6項に規定する要支援認定を受けている者二　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障
@害を有する者
・登録車輌…16
燒?
@福祉車両　6
@セダン型車両10
E運転手…19名
1回につき5⑨0円
i片道・往復問わず｝
長和　2
ﾂ木　7
QL4．1現在
0
【剛L＿壼杢旦】
北長福
謔V2号
社会福祉法人　かりがね福祉会
@上田市真田町長6430番地1
@代表者　宮
o録許可日：H20．3．28
o録期隈日：H23．4．11
二　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障
@害を有する者
・登録卓輌…6
燒?
@福祉車両　3
@セダン型車両3
E運転手…7名
2kmまで200円
ﾈ降戊kmユoo円
長和　1
ﾂ木　1
QL4．1現在
0
法人全体合計
年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 47 56 977
21年度 36 44 967
デイサービス和田
年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 22 22 161
21年度 19 20 127
デイサーピス長門
年度当初会員数（人）利用実人数（人）　利用延べ人数（人）　　　備考
20年度 25 34 816
21年度 η 24 840
法人全体合計
年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 2 1 99
21年度 2 1 97
　　　　　　　　　表5－220’21年度福祉有償運送実績報告　　　　　　　　今回われわれが体験した1
　　　　　　　　　　　　事業署名：（社）依田窪福祉会（高齢者施設）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つの事例を紹介して考察した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い。上小地区と上田市の福祉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有償運送運営委員会に身体障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　害者福祉協会、知的障害者育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成会、精神障害者家族会から
※事業所別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それぞれ委員が常時参加して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頂けた。上田市身体障害者福
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　祉協会は積極的に社会福祉法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人として福祉有償運送事業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　になる取り組みをして戴け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。2年目ごろから協会費の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何割かを福祉有償運送の予算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に計上し、この予算額をベー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スにして、福祉協会加入者、
　　　　　　　　　　　　事業署名：（社）「cノ木福祉会（障がい者施設）　　　　　　　　　家族（添乗者）の大半が利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者登録し、自分たちの協会の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セダン車両を大いに利用し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て、医療、介護、リクレーシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ョン活動、文化活動に利用拡
きるかである。その試金石として認可制福祉有償　　大し、需要発掘、収益向上、利用料をガイドライ
運送の問題があると言えよう。　　　　　　　　　ン以下に、運転者、車両提供のボランティア化を
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図り、有償ボランティアの原則を守り、収支でボ
ランティア人件費、燃費の赤字の場合、協会費予
算から補填する方式を福祉協会総会で決議、実
行、会計報告され、利用者の自立と社会参加の実
現の推進を図られている。言うならば協会、福祉
有償運送事業、協会員が「結い」の関係、「講」
の関係、「頼母子講」的関係を形成された。
　「ご近所の底力」を超えた力であると評価でき
る。心理学、臨床集団心理学、人間関係学での概
念「リレーション（Relation）」の形成である。互
いに自己開示され、相手の障害を理解し合い、生
活観を共有され、生きる力、生きる喜びの共感と
ふれあいのッールと場を福祉有償運送事業に求
め、Identityと連帯が広がっていった姿を拝見し
た。福祉問題に係わることの喜びを学びました。
　2005（平成17）年、夏、国土交通省の「NPO
等によるボランティア有償運送検討委員会」の座
長に委嘱を受けられた山内弘隆教授は研究者の立
場から規制緩和を念じて、タクシーの規制緩和、
福祉輸送の新しいサービスの仕組みを期待され
た。道路交通法第80条許可制度が実現し、ボラン
ティア団体による福祉有償運送のマーケットは膨
張してきた。
　山内弘隆（2006）は福祉有償運送のユニバーサ
ルサービス［みんなが使えるサービス］に到達す
るまでに2つの要件の検討と合意が必要であると
記述している。一つは［いつでも、どこでも、誰
でも使える］というAvailabilityの確保と、もう
一つ適切な対価、不適当でない、みんなが乗れる
くらいの料金設定というAffbrdabilityの問題がこ
れからの課題であると論じている。まさに筆者の
体験した上田身体障害者福祉協会の事例に該当す
るであろうと考える。
　「いつでも、どこへでも、迎えに行ってくれ」
「料金はタクシー料金の半分以下に、ガソリン代
程度に」などとボランティア団体代表、タクシー
業界代表と座長の三つ巴の討論を繰り返してきた
改正法78条、79条が施行されている今日、感無量
である。
4．結語
　峠の向こうにdoor　to　doorの送迎を待っている
人々が沢山いらっしゃる。福祉有償運送によっ
て、日常的な外出への需要と地域ボランティア団
体の「非市場的供給」が里山にこだまし、まほろ
ばの上田塩田の郷を永久に創り上げるであろう。
「福祉の方法は実践」である。
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Appendix　1介護輸送の法的取り扱いの方針　厚労
省、国交省の方針（2010年現在失効）
介護輸送に係る法的取扱いについて
Appendix　2道路運送法80条による特例許可　第240
号通知（2010年現在失効）
国自旅第240号
平成16年3月16日
平　成　1　6　年　3　月
厚生労働省老健局振興課
国±交通省自動車交通局旅客課 各地方運輸局長　　殿
沖縄紅合事務局長　殿
1．経過
　標記については、平成15年9月に閣議報告された「全国規摸の規制改革要望への対
応方針」において、平成15年度中を目途に一定の方向性を見出すこととされている．
　今鹸厚生労働省と国土交通省の間において、「一定の方向性」についておおむね共
通の理解が得られたため、「中間整理案」としてホームベージ等において公表し、共同
でパブリックコメントに付し意見を募集したところであります．
　寄せられた意見を踏まえ、介謹輸送に係る取銀いの方針を次のとおリ定めたのでお知
らせいたします．
2．取扱い方針の蟹要
（1）訪問介護
　①訪問介謹事業者等が行う要介護者等の輸送については、道路運送法の事業許可
　　（一般又は特定）によることを原則とする．
　②NPO9の非営利法人は、一定の手翫条件の下で、自家用自動車の有債運送
　　許可によることができる．
　③　訪問介護員等が自己の車両で要介護者等を有償で運送する場合についても、自
　　家用自動車の有償運送許可によることができる．
　④　一定の準備期間の後、訪問介護サービス等に連続して移送を行う場合は、道路
　　運茜去上の許可を求めることとし、無許可で輪送を行う＄菜者については、介護
　　報酬の対象としないものとする．
（2）施設介護
　　施設介護事業者が行う要介蟹者等の送迎輸送については、自家輸送であることを
　明確化するとともに、輸送安全の向上の観点から、運行管理体制の確保、送迎輸送
　の外部委託化等を促進する．
〔3）重点指導期間
　　上記の実施に当たっては、一定の重点指導期間を設け、業務適正化、許可取得等に
　向けた重点指導、啓発を図る．
（4）その他
　　障書者（児）福祉サービスに係るSTSについても、上記の方針に沿って具体的な
　取扱いを行うものとする．
自動車交通局長
福祉有M直送及び過疎地有償運送に係る道路運送法第80条第1項による許
可の取扱いについて
　NPO等によるボランティア槍送としての有債運送（以下「福祉有償運送」という．）
及び交通撮関空白の過疎地における有償運送（以下「過疎地有償運送」という．）の可能
化については、平成15年4月1日から構造改革特別区壌法（平成14年法律第189号）
による構造改革特別区域における措置として実施してきたところであるが、今般、「規制
改革集中受付月間において提出された全国規摸の規＄9改革要望への対応方針について」（平
成15年9月19日閣議報告）及び「構造改革特区の第4次提案に対する政府の対応方針1
（平成16年2月20日構造改革特別区域推進本部決定）において、必要に応じて楕造改
革特別区域での特例措置の内容を見直した上で、全国的に実施するとともに、新たに、績
造改革特別区域における措置として、福祉有償蓮送についてセダン型等の一般の車両の使
用を羅めることとされたところである．
　このため、福祉有償運送及び過疎地有償運送に係る道路運送法（昭和26年法律第18
3号）第80条第1項による許可の取扱いについて下記のとおリ定めることとするので、
各地方運輸局（沖縄県にあっては沖提総合事務局．以下同じ．）においては、その趣旨を
十分理解の上、遺漏のないよう取り扱われたい．
　なお、本件については、社団法人全国乗用自動車連合会会長及び財団法人全国福祉輸送
サービス協会会長あて別添1のとおり通知するとともに、各都道府県交通担当部長あてに
別添2のとおリ参考までに通知しているので、了知されたい．
記
1．許可手続
　地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタクシー等の公共交通援関によ
っては移動制約者又は住民等に係る十分な輸送サービスが確保できないと認めるととも
に、特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）第10条第
　1項の規定による設立の認証を受けたものをいう．以下rNPO」という．）等による、
一1・
福祉有債運送又は過疎地有債蓮送の実施管理のため当該地方公共団体を含む関係者によ
る運営協頴会を設け、判明した問題点等について速やかに報告する体制を整えた場合に
おいて、NPO等から道路運送法第80条第1項の規定に基づく申請があったときは、
運輸支局長（兵庫県にあっては神戸運猿監理部長、沖糧県にあつては陸運事務所長．以
下同じ．）は、運宮協議の場における協議を経て、2．以下に掲げる要件を満たしてい
る場合には、遠やかに当該条件を付して許可をするものとする．許可に当たっては原則
として2年間の期限を付すものとする．
　また、許可後において、自家用自動車有債直送許可申請書に記載された亭項及び3．
（4）③に掲げる事項に変更が生じた塙合には、地方公共団体の長及び運鯖支局長に遅
滞なく報告するものとする．
2．必要性
　　地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタクシー等の公共交通機関によ
　っては移動制約者又は住民等に係る十分な輸送サービスが確保できないと認めることを
　要するものとする．
　　この場合において、地方公共団体の区填における交通の状況や運営協呈の堵における
　童見のほか、福祉有償運送にあっては要介置者、身体障害者その他の移動制約者の状況
　等を、また過疎地有償運送にあっては、交通緩関空白の状況、住民による輸送ニーズ等
　をそれぞれ踏まえ、合理的な理由を示して判断が行われることが必要である．
　　その際、検討に当たリ具体的に検討すべき点を例示するとおおむね以下のとおりであ
　る．
①福祉有債運送
　・当該地方公共団体の区域において輸送の対象となる移動制約者の致
　・当該地方公共団体の区填におけるタクシーによる輪送の状況
　・当該地方公共団体の区域におけるボランティア輸送の状況　等
して複数の市区町村が共同で主宰し、又は都道府県が主宰することができるものとす
る．
　また、地域における先進的な取組みを行う場合その他必要と認められる場合には．
地方運輪局又は運輪支局（兵庫県にあっては神戸運輸監理部、沖提県にあっては陸運
亭務所．以下同じ．）が地方公共団体と共同で主宰することができるものとする．
（3）構成員
　　運営協謙会の楕成員は、当該地方公共団体の長又はその指名する職員を含む関係看
　であることを基本として主宰者が定めるものとする．
　　なお、撰準的なものとして想定される関係者を例示すると、おおむね以下のとおり
　である．
　　・関係する地方公共団体の長又はその指名する職員
　　・地方運輪局長若しくは運輸支局長又はその指名する綴員
　　・公共交通に関する学識経験者
　　・想定される有償運送の利用者の代表
　　’関係する地域の住民の代表
　　・関係する地域のボランティア団体
　　・パス、タクシー等関係交通提関及び運転者の代表　等
　　また、運送主体となるNPO等については、必要に応じて適宜説明を求めることが
　できるものとする◆
（4）運営方法等
　　地方公共団＃は、蓮営協渠会の開催に先立って、以下の責料を作成するとともに、
　十分な時間的余裕をもってあらかじめ参加者に送付するものとする。あわせて、更新
　の申諸に先立って行われる場合には、輸送活動における利用者からの苦情、事故等の
　状況について運営協誕の塙に報告するものとする．
②過疎地有債運送
　・当該地方公共団体の区域において輪送の対象となる住民の敗．
　・当該地方公共団体の区域における公共交通援関による輸送の状況
　・当該地方公共団体の区域におけるボランティア輸送の状況　等
3．運営協議会
（1）目的
　　運営協議会は、福祉有償蓮送又は過疎地有僕運送の必要性並びにこれらを行う場合
　　における安全の確保及び旅客の利便の確保に係る方策等を協議するため、殴置するも
　　のとする．
（2）主宰者
　　運営協諾会は、原則として地方公共団体が主宰するものとする．この場合において、
　一の市区町村が主宰することを基本とするが、必要に応t、交通圏、緩済圏等を勘案
①当該地方公共団体の区域における交通の状況及び9祉有債運送にあっては要介護
　2定を受けている者、身体障害者その他の移助制約者の状況、過疎地有債蓮送にあ
　っては交通援関空白の状況及び住民の輸送ニーズの状況
②許可を受けようとするNPO等が作成した自家用自動車有償運送許可申請書の案
　及び地方公共団体の長からの具体的な協力依頼を示す書面
③　許可を受けようとするNPO等が行おうとする自家用自動車有慣運送に関し次に
　掲げる事項について具体的に記した資料
　　・使用する車両の自助車登録番号及び運転者並びに福祉有債運送にあっては移動
　　　飼約者に対応した殻備又は装置の橿別
　　・晋通第二種免許によりがたいza合1：おける十分な能力及び経験に係る事項
　　・損害賠償措置
　　・会員数及び蓮送の対価の額
　　・運行管理体制及び指揮命令系統
　　・事故防止についての教育及び揖導体制
一2・ 一3害
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Appendix　3　介護輸送の法的取り扱いの方針　国交
省、厚労省に方針（2010年現在有効）
介護輸送に係る法的取扱いについて
平　　成　　　1　　8　　年　　　9　　月
国土交通省自動車交通局旅客課厚生労働省老健局振興課厚生労働省社会・援謹局障害保健福祉部障害福祉謀
　介護輪送に係る法的取扱いについては、平成16年3月に整理し、運用してきたと
ころであるが、今般、道路運送法等の一部を改正する法律（平成18年法律第40号．
以下r改正法1という．）が本年10月1日から施行されることに伴い、新たに以下の
通り整理することとした．
1．訪問介護について
①訪問介護事業者等が行う要介護者等の翰送については、道路運送法（昭和26
　年法律第183号）第4条又は第43条の事案許可〔一般又は特定）によること
　を原則とする．
②NPO法人その他道路運送法施行規則（昭和26年運輪省9第75号）第48
　条に定める法人等は、一定の手続き、条件の下で、道路運送法第79条に基づく
　登録を受けることができる．
③　訪問介護員等が自己の車両で要介護者等を有償で運送する場合については、一
　定の手続き、条件の下で、道路運送法第78条第3号に基づく許可を受けること
　ができる．
④訪問介護サービス等に連続して移送を行う場合は、道路運送法上の許可又は登
　録を求めることとし、これらを受けずに蓮送を行う訪問介護事業所にっいては、
　介護報酬の対象としないものとする．
場合には、当分の間、r自家輸送」として取り扱うこととし、自家用輸送であること
を明確化するとともに、輸送の安全の確保・向上の観点から、運行管理体制の確保、
道路蓮送法の許可を受けた旅客自動車運送事業者への送迎輸送の外部委託等を促進
する．
3．周知期間について
　　福祉有償運送に係る改正法r：よる改正後の道路蓮送法（以下「新法」という．）の
　円滑な運用を確保するための体制整衛や、新法第79条の登録制度の仕組み等にっ
　いて各地方公共団体、事案者等の閤係者への周知徹産を図るため、国土交遜省と厚
　生労働省は、改正法施行後1年間の周知期間を設け、当該登録制度の運用のための
体制整備や広報等を協力して積極的に行うものとする．
　　当該周知期間においては、各地方公共団体、関係＄葉者に対する説明会の開催や
当該登録制度に関するガイドブック等の地方公共団体の担当者への配布などを通じ
て、計画的かつ効果的に当該登録詞度の理解の深化を促進することとする．
　なお、当該周知期間内においては、新法第79条の登録の対象となるNPO等に
ついては、登録取得に向けた環境整備及び指導等を実施することとし、その上でゃ
　むを得ない理由によリ登録を受けることができないものについては、これに係る行
政処分及び刑事告発は行わないものとするとともに、上記1．④の取扱いにっいて
　は、当該NPO等に適用しないものとする．
なお、障害者（児）福祉サービスに係る自家用自動車を使用した有債旅客蓮送に
っいても、上記①～④の方針に沿って具体的な取扱いを行うものとする．
2．施設介護について
　施設介護事業者（デイサービス、ショートステイの事業者を含む．）が行う要介護
者等の送迎輸送については、自家用輸送であることを明確化するとともに、輸送の
　安全の確保・向上の観点から、這行管理体詞の確保、道路蓮送法の許可を受けた旅
客自動車運送事案者への送迎輪送の外部委託等を促進する．
　また、障害者自立支援法の改正により、デイサービス事案の廃止や短期入所事業
　の送迎加算が鹿止されたことに伴う障害橿祉サービス事業者等に係る送迎輸送の取
扱いにっいては、引き続き検討することとする．この場合において、当該送迎検送
　に対して市町村が従来の送迎加算の範題内の額（利用者負担分を含む．）を給付する
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Appendix　4　福祉有償運送の発地、着地の特例許可
　　　　　　　　　　国交省課長通知（2010年現在有効）
各地方運輸局自動車交通部長　殿
沖縄総合事務局運輸部長　殿
自動車交通局旅客課長
福祉有償運送における運送の区域の特例的な取り扱いにっいて
　福祉有償運送の運送の区域については、道路運送法施行規則（昭和26年運翰省令
第75号）第51条の4第2項の規定により、旅客の発地及び着地のいずれもがその
運送の区域外に存する旅客の運送をしてはならないとされているが、今般、r道州制特
別区域基本方針」（平成21年3月27日一部変更について閣議決定）別表3（別添1
参照）において、福祉有償運送に係る運送の区域に閏して、「道路運送法施行規則（昭
和26年運輸省令第フ5号）第51条の4第2項に規定する運送の区域に関し、予め
設定された運送の区域と関連が認められる一定の場含については、運送を可能とする
ため、通達の所要の改正等を平成21年度中のできるだけ早期に行う．Jこととされた
ところである．
　っいては、今後、福祉有償運送における運送の区域の特例的な取リ扱いにっいて、
下記のとおり取リ扱うこととするので、その趣旨を十分理解の上、遺漏のないよう取
り扱われたし㌔
　なお、本件については、別添2のとおリ、社団法人全国乗用自動車連合会会長及び
財団法人全国福祉輸送サービス協会会長あて通知したので申し添える。
記
1．特例として認められる運送
　　当該運送の形庄それまでの当該旅客に対する運送の実態、当該旅客の居住地の
状況など、個別具体の事例を踏まえて緯合的に判断し、予め定められた運送の区域
に旅客の運送の帰属性が認められるものは、運送の区域の特例としてこれを認める
こととする．例えぱ、別紙で掲げた事例は、予め定められた蓮送の区域に旅客の運
送の帰属性が認められるものと考えられる．
　なお、旅客の運送の帰属性の判断において疑義が生tた場合は、事前に本省に照
会することとされたい．
2．その他
　　本取扱いは、福祉有債運送における運送の実態を踏まえ、運送の区域の特例的な
取り扱いを定めたものであつて、本来の運送の区域の考え方を改めたものではない
ため、運送者等に誤解を生じ、不適切な運送が行われることのないよう、広く蓮送
者からの相談に応じる等、適切に対処されたい。
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